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■

■

●
　介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院や
ショートステイを利用する際の食費と居住費（滞在費）を
軽減する制度です。

市町村民税非課税世帯（別世帯に配偶者がいる
場合は、配偶者も非課税）で、 の条件のいずれか一
つを満たす人
●
　社会福祉法人などで提供している通所介護、訪問介護、
短期入所生活介護、認知症対応型通所介護、地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護、介護福祉施設などを利
用する際の食費や居住費（滞在費）などの自己負担額の４
分の１を軽減する制度です。

の条件を全て満たす人
●
　「介護保険負担限度額認定」、「社会福祉法人等利用者負
担軽減制度」は申請が必要です。また、７月31日までの認
定証を持っている場合は更新手続きが必要です。
　マイナポータル（ぴったりサービス）での電子申請も利
用できます。

各総合支所市民課、福祉事務所長寿介護課
※詳細は、市公式ホームページを確認するか、問い合わせ
ください

福祉事務所長寿介護課（介護給付係）
☎ 0220（58）5551
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　国民健康保険税は、税率から算出した医療保険分（医
療費の支払いに充てるもの）と後期高齢者支援金分（後
期高齢者医療制度の費用に充てるもの）、介護保険分
（介護保険制度の費用に充てるもの）、子ども・子育て支
援納付金分（子ども・子育て支援の給付拡充に充てるも
の）の合計額です。国の法令の改正に伴い、令和８年度
の国民健康保険税を次の 、 のとおり改正
しました。

▶国民健康保険税等の課税に関すること
総務部税務課（国民健康保険税係） ☎ 0220（22）2163
▶国民健康保険制度に関すること
市民生活部国保年金課（保険給付係） ☎ 0220（58）2166
▶後期高齢者医療制度に関すること
宮城県後期高齢者医療広域連合 ☎ 022（266）1021

■

■

　後期高齢者医療保険料の計算方法は、県内一律で２
年ごとに（子ども・子育て支援金分は毎年）見直されま
す。令和８年度は、次の 、 のとおり改正さ
れました。なお、令和８年度からは、子ども・子育て支援
金分（子ども・子育て支援の給付拡充に充てるもの）が
新たに加わり、医療保険分と合わせて納めていただく
ことになります。

■

■

　国は、都道府県内の国民健康保険税水準の統一を
推進しています。宮城県は、被保険者間の公平性の観
点から、県内で同じ所得水準、同じ世帯構成であれ
ば、どの市町村であっても同じ保険税とする「完全統
一」について、令和12年度までを目標に、遅くても令
和15年度までに実施することとしています（第３期
宮城県国民健康保険運営方針）。
　現行の本市の保険税率は、県が示す標準保険税率
を下回っているため、段階的に税率を調整していく
予定です。詳細は、決定次第お知らせします。
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